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１．フォローアップ結果
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■点検の
基準等

（１）点検の実施と修繕①

4

点検完了 点検未了 修繕完了 修繕未了

※1 国土交通省所管海岸のみ対象（ 一部事務組合、港務局を含む）

※2 マニュアルの見直しに伴う点検結果を反映させたため
※3 定期点検の他、日常管理における巡視・点検等の結果を踏まえ、 必要に応じて随時修繕等を実施しているため

99.9%

0% 50% 100%

99.5%

0% 50% 100%

対象施設の
考え方

■点検と修繕の進捗状況（平成31年3月末時点）

総数：722,942
対象：717,391
完了：716,557

道
路

橋梁（橋長2m以上）
（単位：施設数）

トンネル
（単位：施設数）

対象：69,051
完了：8,504

総数：11,215
対象：10,718
完了：10,662

対象：4,416
完了：973

〔点検対象数に占める完了数〕 〔修繕対象数に占める修繕完了数〕

橋梁、トンネル等
の定期点検要領

（H31.3改訂）

99.7%

0% 50% 100%大型の構造物
（横断歩道橋、
門型標識、シェッド等）
（単位：施設数）

総数：41,149
対象：39,873
完了：39,750

対象：6,062
完了：715

定期点検の
実施頻度

H31.3末時
点の施設
数のうち、
供用後5年
以内などを
除いた施設

数

5年に1度

総延長：5,940Km
対象：5,940Km
完了：4,594 Km

対象： －※3

完了： －※3

・海岸保全施設維持
管理マニュアル

（H30.5改訂）

堤防・護岸・胸壁
等
（単位：施設延長数）海

岸※

1 水門及び樋門・陸閘・

排水機場※2
（単位：施設数）

総数：17,791
対象：17,791
完了：11,113

対象： －※3

完了： －※3

全施設

法律では
頻度を定
めていな
いが、5年
に1度とい
う目安で実

施

77%

0% 50% 100%

集計の
初年度

H26

H26

62%

0% 50% 100%

（平成30年度は、10㎞
において修繕を実施）

（平成30年度は、17施設
において修繕を実施）

H29

12%

0% 50% 100%

22%

0% 50% 100%

12%

0% 50% 100%

○点検の基準等に基づき、順次、点検・修繕を実施中。
○点検結果に基づき、修繕を計画的に実施していく。



（１）点検の実施と修繕②

5

修繕完了 修繕未了
※4 一部事務組合、港務局を含む
※5 立入禁止等による応急措置を含む
※6 長寿命化庁舎（築後30年以上経過した合同庁舎のうち、長寿命化を図るべき施設）165施設のうち、「外壁が著しく劣化」している施設

※7 修繕対象は各省庁が設定し、必要に応じて修繕等を実施しているため

・港湾の施設の点検
診断ガイドライン

（H26.7策定）
・特定技術基準対象

施設に関する報告
の徴収及び立入検
査等のガイドライン

（H26.7策定）

港
湾※

4

5年に1度

係留施設
（単位：施設数）

外郭施設
（単位：施設数）

臨港交通施設
（単位：施設数）

廃棄物埋立護岸
（単位：施設数）

総数：14,057
対象：13,936
完了：10,977

79%

0% 50% 100%

対象：2,377
完了：772※5 32%

0% 50% 100%

総数：19,622
対象：19,241
完了：11,466

60%

0% 50% 100%

対象：1,440
完了：279※5 19%

0% 50% 100%

総数：9,566
対象：9,389
完了：5,836

62%

0% 50% 100%

25%

0% 50% 100%
対象：953
完了：243※5

総数：197
対象：189
完了：84

44%

0% 50% 100%
対象：10
完了：2※5 20%

0% 50% 100%

その他（水域施設、
荷さばき施設、旅客乗降用
固定施設、保管施設、船舶
役務用施設、海浜、緑地、
広場、移動式旅客乗降用

施設）（単位：施設数）

総数：17,525
対象：16,084
完了：6,411

40%

0% 50% 100%

対象：455
完了：110※5 24%

0% 50% 100%

■点検の
基準等〔点検対象数に占める完了数〕 〔修繕対象数に占める修繕完了数〕

定期点検の
実施頻度

対象施設の
考え方

・平成20年国土交通省
告示第282号

・事業主体（ＵＲ）独自
のマニュアル等

（H26.3改訂）

住
宅

公営住宅
（単位：事業主体数）

92%

0% 50% 100%
対象：0
完了：－

ＵＲ賃貸住宅
（単位：棟数）

総数：15,351
対象：5,301
完了：5,301

対象：4,083
完了：4,083 100%

0% 50% 100%
3年に1度

官
庁
施
設

3年に1度

・平成20年国土交通省
告示第282号及び
第1350号

庁舎等
（単位：施設数）

宿舎
（単位：施設数）

総数：7,852
対象：5,757
完了：5,467 95%

0% 50% 100% 対象：7※6

完了：5

総数：3,919
対象：3,526
完了：3,314

94%

0% 50% 100%

対象：－※7

完了：－

建築基準法
に基づく点検
(敷地・構造
に限る)の対
象施設

建築基準法等
に基づく点検
（敷地・構造に
限る）の対象施

設

71%

0% 50% 100%

総数：1,691
対象：445
完了：411

集計の
初年度※

H26

H30
※集計年度

H28

技術基準
対象施設

100%

0% 50% 100%

点検完了 点検未了

■点検と修繕の進捗状況（平成31年3月末時点）



■点検の
基準等
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（１）点検の実施と修繕③

修繕完了 修繕未了

〔点検対象数に占める完了数〕 〔修繕対象数に占める修繕完了数〕
定期点検の
実施頻度

対象施設の
考え方

100%

0% 50% 100%

河
川

河川管理施設（堰、床止め、
閘門、水門、揚排水機場、
樋門・樋管、陸閘、管理橋、

浄化施設、その他）（単位：施設数）

総数：558
対象：558
完了：558

河川法等
に基づく
点検の

対象施設

総数：44,734
対象：29,052
完了：29,052

ダム（単位：施設数）
100%

0% 50% 100%

毎年

100%

0% 50% 100%

総数：47
対象：47
完了：47

地すべり防止施設
（単位：事業主体数）

急傾斜地崩壊防止施設
（単位：事業主体数）

・砂防関係施設の
長寿命化計画策
定ガイドライン
（案）

（H31.3改定）
・砂防関係施設点

検要領（案）
（H31.3改訂）

100%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%
総数：81
対象：81
完了：81

総数：56
対象：56
完了：56

砂
防

砂防設備
（砂防堰堤・床固工等）
（単位：事業主体数）

全施設毎年

集計の
初年度※

H30
※集計年度

H30
※集計年度

自
動
車
道

毎年 全施設

橋
（単位：施設数）

総数：92
対象：92
完了：92

100%

0% 50% 100%
対象：0
完了：－

トンネル
（単位：施設数）

総数：8
対象：8
完了：8

100%

0% 50% 100%
対象：0
完了：－

大型の構造物
（門型標識等）
（単位：施設数）

総数：23
対象：23
完了：23

一般自動車道の定
期点検要領

（Ｈ29.3改訂）
H30

※集計年度

全施設

公
園※

9

都市公園
（カントリーパーク含む）
（単位：公園数）

総数：86,662
対象：86,662
完了：85,892 99%

0% 50% 100%
対象：35,424
完了：13,944

都市公園における
遊具の安全確保に
関する指針

（H26.6改訂）

毎年 H30
※集計年度 39%

0% 50% 100%

・堤防等河川管理施設
及び河道の点検要領

（H28.3改定）
・中小河川の堤防等

河川管理施設及び河
道の点検要領

（H29.3改定）

・河川砂防技術基準
維持管理編（ダム編）

（H27.3改定）

・揚排水ポンプ設備
技術基準

（H26.3策定）

点検完了 点検未了

対象：－※8

完了：－※8

対象：－※8

完了：－※8

対象：－※8

完了：－※8

対象：－※8

完了：－※8

対象：－※8

完了：－※8

（平成30年度は、1,156施設
において修繕を実施）

（平成30年度は、507施設
において修繕を実施）

（平成30年度は、81事業主体
において修繕を実施）

（平成30年度は、56事業主体
において修繕を実施）

（平成30年度は、47事業主体
において修繕を実施）

※8 定期点検の他、日常管理における巡視・点検等の結果を踏まえ、 必要に応じて随時修繕等を実施しているため

※9 遊具を設置している都市公園及びカントリーパークが対象

■点検と修繕の進捗状況（平成31年3月末時点）

対象：0

完了：－100%

0% 50% 100%



※10 平成24年度において布設後50年以上経過した管きょを対象
※11 H30.3末時点で維持管理標準健全度A１相当以上の施設（トンネル、橋梁、高架橋）を有する事業者（修繕中を含む）

空港内の施設の維持
管理指針

（H26.3改訂）

■点検の
基準等

7

（１）点検の実施と修繕④

修繕完了 修繕未了

〔点検対象数に占める完了数〕 〔修繕対象数に占める修繕完了数〕

空港土木施設
（滑走路、誘導路、エプロン）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

総数：109
対象：109
完了：95

87%

0% 50% 100%
対象：30
完了：30 100%

0% 50% 100%

空港土木施設
（幹線排水、共同溝、
地下道、橋梁、護岸）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

総数：109
対象：80
完了：49

対象：7
完了：3

空港機能施設
（航空旅客の取扱施設）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

総数：91
対象：91
完了：90

空
港

定期点検の
実施頻度

対象施設の
考え方

鉄
道

軌道1年、
橋梁、トン

ネルその他
構造物2

年、索道設
備の種別

に応じた検
査周期

鉄道（線路（橋梁、
トンネル等構造物）
（単位：事業者数）

総数：184
対象：184
完了：184

対象：46※11

完了：12

軌道（線路建造物）
（単位：事業者数）

総数：33
対象：33
完了：33

対象：2※11

完了：0

索道（単位：事業者数）
総数：474
対象：474
完了：474

100%

0% 50% 100%
対象：474
完了：474

各空港毎
に人命及
び航空機
の運航へ

の影響度、
施設の供

用年数、利
用状況、現
場条件等を
総合的に

勘案して適
切に設定

全施設

下水道維持管理指針
（H26.9改訂）

下
水
道

管路施設
（単位：施設延長数）

総延長：460,000Km
対象：8,700Km
完了：8,700Km

100%

0% 50% 100%

対象：1,770Km
完了：1,340Km

76%

0% 50% 100%

処理施設
（単位：施設数）

総数：2,210
対象：2,210
完了：2,210

100%

0% 50% 100%
対象：0
完了：－

ポンプ施設
（単位：施設数）

総数：3,185
対象：3,185
完了：3,185

100%

0% 50% 100%

対象：0
完了：－

・管路施設
・処理施設,

ポンプ施設

各事業主
体にて設定

し、実施

集計の
初年度※

H27

H30
※集計年度

航路標識等保守
要領

（H30.3改訂）

航
路
標
識

航路標識（灯台、灯標、
立標、浮標、
無線方位信号所等）
（単位：施設数）

総数：5,176
対象：2,400
完了：1,334

56%

0% 50% 100%
対象：1,334
完了：212

RC造
（耐震対策

分除く）

施設の種別
に応じて定
期的に実施

H25

26%

0% 50% 100%

0%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%

・鉄道に関する技術
上の基準を定める
省令第90条及び
告示

・軌道運転規則第13
条

・索道施設に関する
技術上の基準を定
める省令第42条
及び告示

橋梁、トン
ネルその他
構造物、軌
道、索道施

設

点検完了 点検未了

■点検と修繕の進捗状況（平成31年3月末時点）

43%

0% 50% 100%

61%

0% 50% 100%

99%

0% 50% 100%

対象：0
完了：－

16%

0% 50% 100%

※10

H29

H30
※集計年度



（２）基準類の整備①

■基準類の整備状況（平成31年3月末時点）

分野 内容 整備時期

道路 橋梁、トンネル等の「定期点検要領」を策定
平成26年6月

平成31年3月改訂

河川

中小河川の堤防等河川管理施設及び河道点検要領を策定 平成29年3月

ダム・堰施設技術基準、
及び揚排水ポンプ設備技術基準を改定

平成28年3月
平成29年3月

ダム 河川砂防技術基準維持管理編（ダム編）の策定 平成28年3月

砂防

『砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドライン（案）』を策定
平成26年6月

平成31年3月改定

『砂防関係施設点検要領（案）』を策定
平成26年9月

平成31年3月改訂

海岸

海岸保全施設維持管理マニュアルの改訂
平成26年3月

平成30年5月改訂

「海岸法の一部を改正する法律等」により、海岸保全施設に関する維持・修繕の責務の明確化、維持又は修繕の技
術的基準を定める

平成26年12月

下水道 下水道維持管理指針の改訂 平成26年9月

港湾
「港湾の施設の点検診断ガイドライン」の策定 平成26年7月

「特定技術基準対象施設に関する報告の徴収及び立入検査等のガイドライン」の策定 平成26年7月

空港 空港内の施設の維持管理指針の改訂 平成26年3月

鉄道 鉄道構造物等維持管理標準等の検証のとりまとめ 平成29年10月

自動車道 一般自動車道の維持管理要領の改訂 平成29年3月

8

○全ての分野で基準類の整備を完了しており、今後も必要に応じて改訂していく。



（２）基準類の整備②
■基準類の整備状況（平成31年3月末時点）

分野 内容 整備時期

航路標識 劣化診断マニュアルの策定、本格導入 平成27年3月

公園
公園施設の安全点検に係る指針（案）の策定 平成27年4月

都市公園における遊具の安全確保に関する指針（改訂第２版）の改定 平成26年6月

公営住宅
UR住宅

公営住宅等長寿命化計画策定指針の改訂 平成28年8月

事業主体（ＵＲ）独自のマニュアル等の改訂 平成26年3月

観測施設
（測量標）

「電子基準点現地調査作業要領」
及び「国土地理院験潮場保守及び測定要領」の見直し

平成27年5月
平成29年3月改訂
平成30年１月改訂

9



（３）情報基盤の整備と活用①

■既存データベースの改善等・新規データベースの構築の状況（平成31年3月末時点）

10

分野 内容
進捗段階と今後の予定

①局内・庁内検討 ②システム設計 ③システム構築 ④運用 ⑤データ拡充・更新

道路
(橋梁)

橋梁について、国土交通省及び地公体の施設を対象に、「全国道路橋データ
ベース」を試行

道路 点検要領に基づく内容を蓄積するデータベースを構築

河川
国交省が管理する施設を対象にデータベースを構築

地公体が管理する施設のデータベース化を検討 ※

ダム
国交省が管理する施設を対象にデータベースを構築

地公体が管理する施設のデータベース化を検討 ※

砂防

国交省が施工管理する施設を対象にデータベースを構築

地公体が管理する施設のデータベース化を検討 ※

海岸 海岸管理者の施設を対象にデータベースを構築

下水道

地公体が管理する施設を対象に下水道施設情報システムを構築

システム構築、地方自治体データの電子化促進

港湾

国有港湾施設を対象に、データベースを構築

国有港湾施設のデータベースに港湾管理者の施設を追加

空港

「空港施設ＣＡＬＳシステム」を構築

「空港舗装巡回等点検システム」を全ての国管理空港に導入

「運用・信頼性管理装置」を活用したデータベースを構築（無線施設）

※ ②システム設計、③システム構築、④運用、⑤データ拡充・更新は、調査検討結果に基づき地方公共団体が実施

○全ての分野で情報基盤の運用を開始している。
○継続的にデータを更新し、データの利活用を促進する。



（３）情報基盤の整備と活用②

■既存データベースの改善等・新規データベースの構築の状況（平成31年3月末時点）
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分野 内容
進捗段階と今後の予定

①局内・庁内検討 ②システム設計 ③システム構築 ④運用 ⑤データ拡充・更新

鉄道 中小鉄道事業者等の鉄道構造物を対象に、データベースを構築、情報を蓄積

自動車道 自動車道事業者の施設を対象にデータベースを構築

航路標識 データベースを構築、情報を蓄積

公園

国交省が管理する施設を対象に、データベースを構築し、情報を蓄積

地公体が管理する施設の共通のデータベースのあり方について、調査検討

公営住宅
UR住宅

地公体が管理する施設のデータベースについて共通的な事項やあり方を調査
検討 ※

ＵＲにおいて、共通のデータベースを構築

官庁施設
全ての官庁施設を対象とし、データベース（官庁施設情報管理システム(ＢＩＭ
ＭＳ－Ｎ)）に情報を蓄積

観測施設
（測量標）

国土地理院の施設を対象に、「電子基準点属性データ」及び「験潮場の情報」を
構築し、情報を蓄積（測量標）

観測施設
（気象レーダー

施設）
気象庁の施設を対象に、データベースを構築し、情報を蓄積

横断的施策
社会資本情報プラットフォームのシステム検討、構築プロトタイプ部分の運用・
評価

※ ②システム設計、③システム構築、④運用、⑤データ拡充・更新は、調査検討結果に基づき地方公共団体が実施



■個別施設計画の策定状況（平成31年3月末時点）

（４）個別施設計画の策定・推進①
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分野 対象施設

個別施設計画策定状況

①総数
②計画策定
対象施設数

③計画策定
完了施設数

④策定対象割合
(②／①)

⑤計画策定率
（③／②）

道路

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） 1,827 1,827 1,481 100% 81%

トンネル（単位：団体数） 710 710 374 100% 53%

大型の構造物（単位：団体数） 749 749 468 100% 62%

河川・ダム
主要な河川構造物（単位：施設数） 44,734 15,498 14,162 35% 91%

ダム（単位：施設数） 558 558 538 100% 96%

砂防
砂防設備（砂防堰堤・床固工等）（単位：事業主体数）

地すべり防止施設（単位：事業主体数）

急傾斜地崩壊防止施設（単位：事業主体数）

90 90 90 100% 100%

海岸※1 堤防・護岸・胸壁等（単位：地区海岸数） 5,440 4,784 3,806 88% 80%

下水道※2 管路施設、処理施設、ポンプ施設（単位：事業者数） 1,471 1,471 1,471 100% 100%

港湾※3 

係留施設（単位：施設数） 14,057 13,936 13,504 99% 97%

外郭施設（単位：施設数） 19,622 19,241 13,775 98% 72%

臨港交通施設（単位：施設数） 9,566 9,389 7,450 98% 79%

廃棄物埋立護岸（単位：施設数） 197 189 93 96% 49%

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶
役務用施設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数）

17,525 9,098 4,094 52% 45%

※１ 国土交通省所管海岸のみ対象（一部事務組合、港務局を含む）
※２ 下水道は、下水道法（H27.5改正）に基づく事業計画を個別施設計画としている
※３ 一部事務組合、港務局を含む

○多くの分野で個別施設計画の策定が進んでおり、引き続き令和２年度末までの策定完了を目指す。



（４）個別施設計画の策定・推進②
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■個別施設計画の策定状況（平成31年3月末時点）

分野 対象施設

個別施設計画策定状況

①総数
②計画策定
対象施設数

③計画策定
完了施設数

④策定対象割合
(②／①)

⑤計画策定率
（③／②）

空港

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） 109 109 109 100% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） 109 80 80 73% 100%

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） 91 91 55 100% 60%

鉄道
鉄道（線路（橋梁、トンネル等構造物））（単位：事業者数） 184 184 184 100% 100%

軌道（線路建造物）（単位：事業者数） 33 33 33 100% 100%

自動車道

橋（単位：施設数） 92 92 66 100% 72%

トンネル（単位：施設数） 8 8 8 100% 100%

大型の構造物（門型標識 等）（単位：施設数） 23 23 16 100% 70%

航路標識 航路標識（灯台、灯標、立標、浮標、無線方位信号所 等）（単位：施設数） 5,176 5,176 5,176 100% 100%

公園
都市公園（国営公園）（単位：公園数） 17 17 17 100% 100%

都市公園（単位：地方公共団体数） 712 712 672 100% 94%

住宅

公営住宅（単位：事業主体数） 1,691 1,691 1,520 100% 90%

ＵＲ賃貸住宅（単位：棟数） 15,351 15,351 15,351 100% 100%

公社賃貸住宅（単位：事業主体数）※4 11 11 11 100% 100%

官庁施設
庁舎等（単位：施設数） 7,852 5,701※5 5,579 73% 98%

宿舎（単位：施設数） 3,919 3,414※5 3,263 87% 96%

※４ 管理戸数1,000戸以上

※５ 各省庁の行動計画において個別施設計画の策定対象としている施設数



■維持管理・更新等に係るコストの算定状況（平成31年3月末時点）

（５）維持管理・更新等に係るコストの算定①
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分野 対象施設

維持管理・更新等に係るコスト算定状況

①総数
②コスト算定

対象数
③コスト算定

完了数
④コスト算定対
象割合(②／①)

⑤コスト算定率
（③／②）

道路※1

橋梁（橋長2m以上） － － － － －

トンネル － － － － －

大型の構造物 － － － － －

河川・ダム※1

主要な河川構造物（単位：施設数） － － － － －

ダム（単位：施設数） － － － － －

砂防
砂防設備（砂防堰堤・床固工等）（単位：事業主体数）

地すべり防止施設（単位：事業主体数）

急傾斜地崩壊防止施設（単位：事業主体数）

90 90 90 100% 100%

海岸※2 堤防・護岸・胸壁等（単位：地区海岸数） 5,440 4,784 3,604 88% 75%

下水道 管路施設、処理施設、ポンプ施設（単位：事業者数） 1,471 1,471 1,471 100% 100%

港湾※3

係留施設（単位：施設数） 14,057 13,936 8,036 99% 58%

外郭施設（単位：施設数） 19,622 19,241 6,773 98% 35%

臨港交通施設（単位：施設数） 9,566 9,389 3,440 98% 37%

廃棄物埋立護岸（単位：施設数） 197 189 40 96% 21%

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶
役務用施設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数）

17,525 9,098 1,459 52% 16%

※１ 維持管理・更新等に係るコストの算定について、集計作業を行っているところであり、とりまとめ次第、公表予定
※２ 国土交通省所管海岸のみ対象(一部事務組合、港務局を含む)
※３ 一部事務組合、港務局を含む

○計画的な維持管理・更新を図るため、維持管理・更新等に係るコストの算定を進める。



15

分野 対象施設

維持管理・更新等に係るコスト算定状況

①総数
②コスト算定

対象数
③コスト算定

完了数
④コスト算定対
象割合(②／①)

⑤コスト算定率
（③／②）

空港

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） 109 109 109 100% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） 109 80 80 73% 100%

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） 91 91 －※４ 100% －※４

鉄道
鉄道（線路（橋梁、トンネル等構造物））（単位：事業者数） 184 184 184 100% 100%

軌道（線路建造物）（単位：事業者数） 33 33 33 100% 100%

自動車道

橋（単位：施設数） 92 92 66 100% 72%

トンネル（単位：施設数） 8 8 8 100% 100%

大型の構造物（門型標識 等）（単位：施設数） 23 23 16 100% 70%

航路標識 航路標識（灯台、灯標、立標、浮標、無線方位信号所 等）（単位：施設数） 5,176 5,176 5,176 100% 100%

公園
都市公園（国営公園）（単位：公園数） 17 17 17 100% 100%

都市公園（単位：地方公共団体数） 712 712 672 100% 94%

住宅

公営住宅（単位：事業主体数） 1,691 1,691 1,520 100% 90%

ＵＲ賃貸住宅（単位：棟数） 15,351 15,351 15,351 100% 100%

公社賃貸住宅（単位：事業主体数） 11 11 11 100% 100%

官庁施設
庁舎等（単位：施設数） 7,852 5,701 5,579 73% 98%

宿舎（単位：施設数） 3,919 3,414 3,263 87% 96%

（５）維持管理・更新等に係るコストの算定②

■維持管理・更新等に係るコストの算定状況（平成31年3月末時点）

※４ 当該施設のほとんどが民営施設であり、把握が困難であるため



（６）新技術の開発・導入①

■新技術の開発・導入の状況（平成31年3月末時点）
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分野 内容

進捗段階と今後の予定

①ニーズ・シーズ
の把握

②研究・開発 ③現場での実証
④実証結果の

分析・評価
⑤現場導入 ⑥普及

道路

「新道路技術会議」を活用した研究開発・産学官共同研
究開発を推進

令和元年度以降

民間開発技術の公募・試行・評価を推進 令和元年度以降

点検・診断合理化のための研究開発等を推進 令和元年度以降

河川

河道・堤防・コンクリートの効率的な点検・診断技術の開
発と実用化及び長寿命化に資する技術開発

令和元年度以降

水中部における近接目視等を代替・支援する技術等につ
いて、民間等のロボットを公募

令和元年度以降

ダム

効率的なダム堤体の健全度診断技術等の新技術の開
発・活用の促進

令和２年度以降

水中部における近接目視等を代替・支援する技術等につ
いて、民間等のロボットを公募

砂防

効率的な維持管理等に資する新技術の実証（トータルコ
ストの低減等）

令和２年度以降

砂防設備等の点検合理化のための研究開発を推進 令和２年度以降

海岸 海岸保全施設等の点検合理化のための研究開発を推進 令和元年度以降

下水道

効率的な点検調査技術の実証（点検調査速度の向上、費
用の低減）、導入促進

設備劣化診断技術の実証、導入促進 令和元年度 令和２年度以降

○一部の技術では、既に現場での実証を完了し、現場導入・普及まで進捗している。



（６）新技術の開発・導入②

■新技術の開発・導入の状況（平成31年3月末時点）
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分野 内容

進捗段階と今後の予定

①ニーズ・シーズ
の把握

②研究・開発 ③現場での実証
④実証結果の

分析・評価
⑤現場導入 ⑥普及

港湾

リプレイサブル桟橋技術（上部コンクリート床版の交換の
簡易化）の導入促進

令和元年 令和２年度以降

鉄筋コンクリート内の鉄筋腐食状況をセンサーにより感知
する技術の導入促進

令和元年度以降

鋼材の肉厚を計測するための超音波技術を用いた非接
触式測定機の開発について、計測手法を確立

中止※１

視覚データを連続的に取得する遠隔操作無人調査装置
（ＲＯＶ等）の開発について、技術的課題の解決を目指す

令和元年度 令和２年度以降

空港
（滑走路等

舗装）

維持管理の効率化のための技術として開発した空港舗装
点検システムを、国管理の全空港に普及

舗装の層間剥離を早期に確認するための技術として確立
した熱赤外線カメラを国管理の全空港に普及

損傷の点検等手法の技術開発 令和元年度以降

施設整備及び更新の際にライフサイクルコスト等の検討
を行った上で、維持管理に配慮した構造、工法を検討

鉄道

軽量化された打音検査装置の導入等

高架構造物における常時モニタリング等の技術開発及び
評価の実施

令和２年度以降

航路標識
腐食劣化診断モニタリング技術について「劣化診断マニュ
アル」に基づく取組を推進し実証結果を評価

公営住宅

外壁診断技術等の点検・診断技術の開発及び技術の周
知 等

令和元年度以降

「公的賃貸住宅長寿命化モデル事業」を通じ、先導性の
ある改修技術を導入しようとする取組を支援

改修のための技術等について、性能分野毎の課題、技術
の概要及び工事の進め方等をまとめた「技術情報」、「個
別技術シート集」を作成・公表し、普及を図る

※１ 計測条件によるばらつきが大きく、現場向きの計測器としてまとめ上げることが困難であることにより、研究中止の判断に至った。



（６）新技術の開発・導入③

■新技術の開発・導入の状況（平成31年3月末時点）
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分野 内容

進捗段階と今後の予定

①ニーズ・シーズ
の把握

②研究・開発 ③現場での実証
④実証結果の

分析・評価
⑤現場導入 ⑥普及

官庁施設
長寿命化に資する材料・構工法について、改修等の機会
を捉えて、現場導入・普及を検討

北海道

寒冷な自然環境下における構造物の維持管理のための
技術開発等（劣化診断手法、性能評価手法、予防保全策、
適切な施工法など）
※上段：凍害等の劣化

下段：凍害との各種複合劣化等

令和元年度以降

令和３年度以降

横断（モニタリング） モニタリング技術の研究開発・導入

横断（ロボット）

・「次世代社会インフラ用ロボット開発・導入検討会」によ
るニーズとシーズのマッチング（重点分野の策定）

・「次世代社会インフラ用ロボット現場検証委員会」を通じ
た産学によるロボット技術の公募及び国交省の施設等
での現場検証・評価

令和元年度以降

開発途上の新技術の開発・改良に対する支援（経済産業
省・NEDOによるプロジェクト）

※ ※

横断（維持管理支
援サイト）

ＮＥＴＩＳ上に維持管理に係る技術を対象とした「維持管理
支援サイト」を立ち上げ

現場のニーズに基づくテーマを設定し公募した維持管理
に係る新技術を、現場で活用・評価し、有用と判断された
技術につき、「維持管理支援サイト」における情報提供等
を通じて普及促進

令和元年度以降

※ 国土交通省の次世代インフラ用ロボットの現場検証等の取り組みと連携を図り研究開発を実施。



（７）法令等の整備

■法令等の整備状況（平成31年3月末時点）
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分野 内容 改定時期

道路

【道路法】
・５年に１回、近接目視を基本とする点検を規定
・健全度の判定区分を４つに区分

H25.6.5 公布
9.2 一部施行

【道路整備特別措置法・高速道路機構法】
・計画的な更新を行う枠組みの構築
・更新需要に対応した新たな料金徴収年限の設定

H26.6.4 公布
6.30 一部施行

河川
【河川法】
・点検の規定の整備
・技術基準の規定

H25.6.12 公布
12.11 一部施行

海岸

【海岸法】
・海岸管理者の海岸保全施設に関する維持・修繕の責務を明確化
・予防保全の観点から維持又は修繕に関する技術的基準を策定
・海岸協力団体の指定による地域の実情に応じた多岐にわたる海岸

管理の充実

H26.6.11 公布
12.10 全部施行

下水道
【下水道法】
・点検の規定の整備
・技術基準の規定

H27.5.20 公布
11.19 全部施行

港湾
【港湾法】
・点検の規定の整備 等
・港湾管理者による民有施設への報告徴収、立入検査等

H25.6.5 公布
8.1 一部施行

○点検や技術基準などに関する法令等の整備は完了している。



（８）[1]点検の実施①

99.9%

0% 50% 100%

定期点検の
実施頻度

総数：37,909

対象：36,930

完了：36,928

道
路

橋梁（橋長2m以
上）（単位：施設数）

100%

0% 50% 100%
トンネル
（単位：施設数）

総数：1,647

対象：1,481

完了：1,481

〔点検対象数に占める完了数〕

99.9%

0% 50% 100%大型の構造物
（横断歩道橋、
門型標識、シェッ
ド等）（単位：施設数）

総数：12,033 

対象：11,715

完了：11,713

５年に１度

集計の
初年度

H26

定期点検の
実施頻度 〔点検対象数に占める完了数〕

集計の
初年度

99.8%

0% 50% 100%
総数：5,393

対象：5,240

完了：5,232

99.5%

0% 50% 100%
総数：14,133

対象：13,896

完了：13,831

99.9%

0% 50% 100%
総数：186,723

対象：185,395

完了：185,182

道
路 ５年に１度 H2699.9%

0% 50% 100%

98%

0% 50% 100%

総数：474,262

対象：471,808

完了：471,189

総数：2,167

対象：2,149

完了：2,101

98%

0% 50% 100%
総数：3,062

対象：3,000

完了：2,951

100%

0% 50% 100%

河
川

河川管理施設（堰、
床止め、閘門、水門
、揚排水機場、樋門
・樋管、陸閘、管理
橋、浄化施設、その
他）（単位：施設数）

総数：10,651

対象：10,052

完了：10.052

H30
※集計年度

100%

0% 50% 100%総数：34,083

対象：19,000

完了：19,000

国

都道府県・政令市等

市区町村

国

都道府県・政令市等

市区町村

国

都道府県・政令市等

市区町村

国

都道府県・政令市

■点検の進捗状況（平成31年3月末時点）

100%

0% 50% 100%
総数：24,048

対象：23,258

完了：23,258
高速道路会社

100%

0% 50% 100%
総数：2,008

対象：1,848

完了：1,848

99.9%

0% 50% 100%
総数：11,921

対象：11,262

完了：11,255

高速道路会社

高速道路会社

毎年
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点検完了 点検未了



総延長：340,000Km

対象：2,900Km

完了：2,900Km

（８）[1]点検の実施②

点検完了 点検未了

100%

0% 50% 100%

H30
※集計年度

総数：100

対象：100

完了：100

ダム（単位：施設数） 100%

0% 50% 100%

総数：435

対象：435

完了：435

定期点検の
実施頻度 〔点検対象数に占める完了数〕

集計の
初年度

定期点検の
実施頻度 〔点検対象数に占める完了数〕

集計の
初年度

総延長：5,940Km

対象：5,940Km

完了：4,594Km

堤防・護岸・
胸壁等（単位：
施設延長数）海

岸※

1 総数：17,791

対象：17,791

完了：11,113

77%

0% 50% 100%

62%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%

総延長：120,000Km

対象：5,800Km

完了：5,800Km

100%

0% 50% 100%

総数：352

対象：352

完了：352

総数：984

対象：984

完了：984

100%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%

下
水
道

管路施設
（単位：施設延長数） 100%

0% 50% 100%

処理施設
（単位：施設数）

総数：1,858

対象：1,858

完了：1,858

ポンプ施設
（単位：施設数）

総数：2,201

対象：2,201

完了：2,201

100%

0% 50% 100%

H27

※1 国土交通省所管海岸のみ対象（ 一部事務組合、港務局を含む）
※2 平成24年度において布設後50年以上経過した管きょを対象

河
川

砂
防

国

都道府県

市区町村

100%

0% 50% 100%
総数：34

対象：34

完了：34

砂防設備（砂防堰
堤・床固工等）
（単位：事業主体数）

H30
※集計年度

100%

0% 50% 100%
総数：47

対象：47

完了：47

国

都道府県・政令市

総数：9

対象：9

完了：9

100%

0% 50% 100%
総数：47

対象：47

完了：47

100%

0% 50% 100%地すべり防止施設
（単位：事業主体数）

国

都道府県・政令市

総数：47

対象：47

完了：47

急傾斜地崩壊防止
施設（単位：事業主体数）

100%

0% 50% 100%

都道府県・政令市

都道府県・市町村

都道府県・市町村

都道府県・政令市

市町村

都道府県・政令市

市町村

都道府県・政令市

■点検の進捗状況（平成31年3月末時点）

総数：23

対象：23

完了：23 100%

0% 50% 100%

水資源機構

※2

法律では
頻度を定
めていな
いが、5

年に1度
という目
安で実施

毎年

毎年

各事業
主体にて
設定し、

実施

水門及び樋門・
陸閘・排水機場
（単位：施設数）

21

H26

H29



（８）[1]点検の実施③

定期点検の
実施頻度

〔点検対象数に占める完了数〕
集計の
初年度

定期点検の
実施頻度

〔点検対象数に占める完了数〕集計の
初年度

港
湾※

３

H26

港
湾※

３

H26

※３ 一部事務組合、港務局を含む

■点検の進捗状況（平成31年3月末時点）

5年に1度

5年に1度

総数：10,393

対象：10,340

完了：8,068
78%

0% 50% 100%

総数：14,500

対象：14,319

完了：8,719
61%

0% 50% 100%

総数：8,085

対象：7,955

完了：4,958
62%

0% 50% 100%

総数：1,884

対象：1,853

完了：1,352
73%

0% 50% 100%

総数：3,789

対象：3,643

完了：1,630
45%

0% 50% 100%

総数：1,151

対象：1,126

完了：616
55%

0% 50% 100%

係留施設
（単位：施設数）

外郭施設
（単位：施設数）

臨港交通施設
（単位：施設数）

総数：1,723

対象：1,690

完了：1,510
89%

0% 50% 100%

総数：1,325

対象：1,271

完了：1,110

87%

0% 50% 100%

総数：328

対象：306

完了：261

85%

0% 50% 100%

国

都道府県・政令市

市区町村

国

都道府県・政令市

市区町村

国

都道府県・政令市

市区町村

総数：57

対象：53

完了：47
89%

0% 50% 100%

公社等

総数：8

対象：8

完了：7
88%

0% 50% 100%

公社等

総数：2

対象：2

完了：1
50%

0% 50% 100%

公社等

総数：13,909

対象：12,916

完了：4,813 37%

0% 50% 100%

総数：185

対象：181

完了：76
42%

0% 50% 100%

総数：12

対象：8

完了：8 100%

0% 50% 100%

総数：2,030

対象：1,718

完了：453 26%

0% 50% 100%

廃棄物埋立護岸
（単位：施設数）

総数：0

対象：0

完了：－

その他（水域施設、
荷さばき施設、旅
客乗降用固定施設
、保管施設、船舶
役務用施設、海浜
、緑地、広場、移動
式旅客乗降用
施設）（単位：施設数）

総数：1,291

対象：1,259

完了：998 79%

0% 50% 100%

国

都道府県・政令市

市区町村

国

都道府県・政令市

市区町村

総数：0

対象：0

完了：－

公社等

公社等

総数：295

対象：191

完了：147 77%

0% 50% 100%
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点検完了 点検未了



軌道（線路建造物）
（単位：事業者数）

（８）[1]点検の実施④

総数：72

対象：72

完了：58
81%

0% 50% 100%

総数：72

対象：51

完了：29

総数：19

対象：19

完了：18

空
港 H29

100%

0% 50% 100%

95%

0% 50% 100%

空港土木施設（滑走
路、誘導路、エプロン）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

総数：27

対象：27

完了：27
100%

0% 50% 100%

空港土木施設
（幹線排水、共同溝、
地下道、橋梁、護岸）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

総数：27

対象：23

完了：15

空港機能施設
（航空旅客の取扱施設）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

総数：0

対象：0

完了：－

65%

0% 50% 100%

総数：6

対象：2

完了：2

総数：0

対象：0

完了：－

57%

0% 50% 100%

総数：6

対象：6

完了：6
100%

0% 50% 100%

定期点検の
実施頻度

〔点検対象数に占める完了数〕集計の
初年度

国

都道府県・政令市

市区町村

国

都道府県・政令市

市区町村

国

都道府県・政令市

■点検の進捗状況（平成31年3月末時点）

総数：4

対象：4

完了：4
100%

0% 50% 100%

会社管理空港

総数：4

対象：4

完了：3 75%

0% 50% 100%

会社管理空港

会社管理空港

総数：72

対象：72

完了：72 100%

0% 50% 100%

空
港

定期点検の
実施頻度

〔点検対象数に占める完了数〕集計の
初年度

鉄
道

鉄道（線路（橋梁、ト
ンネル等構造物）
(単位：事業者数）

総数：184

対象：184

完了：184

総数：33

対象：33

完了：33

索道（単位：事業者数） 総数：474

対象：474

完了：474
100%

0% 50% 100%

H30
※集計年度

100%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%

民間企業

民間企業

民間企業

市区町村

各空港毎
に人命及
び航空機
の運航へ
の影響度
、施設の
供用年数
、利用状
況、現場
条件等を
総合的に
勘案して
適切に設

定

軌道1年

、橋梁、
トンネル
その他

構造物2

年、索道
設備の
種別に

応じた検
査周期

各空港毎
に人命及
び航空機
の運航へ
の影響度
、施設の
供用年数
、利用状
況、現場
条件等を
総合的に
勘案して
適切に設

定
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点検完了 点検未了

H30
※集計年度



（８）[1]点検の実施⑤

自
動
車
道

H30
※集計年度

定期点検の
実施頻度 〔点検対象数に占める完了数〕

集計の
初年度

■点検の進捗状況（H31年3月末時点）

民間企業

橋
（単位：施設数）

総数：67

対象：67

完了：67
100%

0% 50% 100%

トンネル
（単位：施設数）

総数：7

対象：7

完了：7

100%

0% 50% 100%

大型の構造物
（門型標識等）
（単位：施設数）

民間企業

民間企業

総数：25

対象：25

完了：25
100%

0% 50% 100%

地方道路公社

総数：1

対象：1

完了：1

100%

0% 50% 100%

地方道路公社

地方道路公社

※４ 遊具を設置している都市公園及びカントリーパークが対象

公営住宅
（単位：事業主体数）

97%

0% 50% 100%総数：67

対象：60

完了：58

総数：22,497

対象：22,497

完了：22,465
99%

0% 50% 100%H30
※集計年度

定期点検の
実施頻度

〔点検対象数に占める完了数〕集計の
初年度

H30
※集計年度住

宅

公
園※

４

総数：64,151

対象：64,151

完了：63,413
99%

0% 50% 100%

官
庁
施
設

庁舎等
（単位：施設数）

宿舎
（単位：施設数）

総数：7,852

対象：5,757

完了：5,467
95%

0% 50% 100%

総数：3,919

対象：3,526

完了：3,314 94%

0% 50% 100%

H28

航
路
標
識

航路標識（灯台、灯
標、立標、浮標、無
線方位信号所等）
（単位：施設数）

総数：5,176

対象：2,400

完了：1,334
56%

0% 50% 100%

H25

都市公園（
カントリーパ
ーク含む）
（単位：公園数）

総数：14

対象：14

完了：14
100%

0% 50% 100%

92%

0% 50% 100%総数：1,624

対象：385

完了：353

国

国

都道府県・政令市

市区町村

都道府県・政令市

市区町村

国

国

点検完了 点検未了

ＵＲ賃貸住宅
（単位：棟数）

UR

総数：15,351

対象：5,301

完了：5,301
100%

0% 50% 100%

毎年 毎年

施設の種
別に応じて
定期的に

実施

3年に1度

3年に1度

総数：13

対象：13

完了：13

総数：10

対象：10

完了：10
100%

0% 50% 100%

100%

0% 50% 100%
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（平成30年度は、1,156施設
において修繕を実施）

（８）[2]修繕の実施①
■修繕の進捗状況（平成31年3月末時点）

河
川

河川管理施設（堰、
床止め、閘門、水門、
揚排水機場、樋門・
樋管、陸閘、管理橋、
浄化施設、その他）（
単位：施設数）

ダム（単位：施設数）

H30
※集計年度

対象：－※１

完了：－※１

対象：－※１

完了：－※１

（平成30年度は、507施設
において修繕を実施）

※1 定期点検の他、日常管理における巡視・点検等の結果を踏まえ、 必要に応じて随時修繕等を実施しているため

25

18%

0% 50% 100%

道
路

橋梁（橋長2m以
上）（単位：施設数）

37%

0% 50% 100%
トンネル
（単位：施設数）

6%

0% 50% 100%大型の構造物
（横断歩道橋、
門型標識、シェッ
ド等）（単位：施設数）

集計の
初年度

集計の
初年度

15%

0% 50% 100%

10%

0% 50% 100%

13%

0% 50% 100%

道
路 H26

11%

0% 50% 100%

14%

0% 50% 100%

国

都道府県・政令市等

市区町村

国

都道府県・政令市等

市区町村

国

都道府県・政令市等

市区町村

17%

0% 50% 100%

高速道路会社

45%

0% 50% 100%

高速道路会社

〔修繕対象数に占める修繕完了数〕 〔修繕対象数に占める修繕完了数〕

H26

対象：3,427

完了：617

対象：20,586

完了：2,684

対象：42,391

完了：4,746

対象：2,647

完了：457

対象：521

完了：194

対象：2,346

完了：341

対象：1,672

完了：96

対象：3,278

完了：335

10%

0% 50% 100%

51%

0% 50% 100%

対象：857

完了：88

対象：692

完了：350

高速道路会社

対象：411

完了：183

対象：701

完了：101

点検完了 点検未了



港
湾※

4

〔修繕対象数に占める修繕完了数〕集計の
初年度

H26

■修繕の進捗状況（平成31年3月末時点）

修繕完了 修繕未了

（８）[2]修繕の実施②

※2 国土交通省所管海岸のみ対象(一部事務組合、港湾局を含む)
※3 平成24年度において布設後50年以上経過した管きょを対象
※4 一部事務組合、港務局を含む
※5 立入禁止等による応急措置を含む

係留施設
（単位：施設数）

外郭施設
（単位：施設数）

臨港交通施設
（単位：施設数）

対象：381

完了：161※5
42%

0% 50% 100%

対象：135

完了：62※5 46%

0% 50% 100%

38%

0% 50% 100%
対象：8

完了：3※5

対象：1,722

完了：478※5 28%

0% 50% 100%

対象：1,104

完了：169※5
15%

0% 50% 100%

21%

0% 50% 100%
対象：851

完了：175※5

対象：265

完了：127※5 48%

0% 50% 100%

対象：201

完了：48※5 24%

0% 50% 100%

69%

0% 50% 100%
対象：94

完了：65※5

国

都道府県・政令市

市区町村

国

都道府県・政令市

市区町村

国

都道府県・政令市

市区町村

対象：9

完了：6※5 67%

0% 50% 100%

公社等

対象：0

完了：－
公社等

対象：0

完了：－
公社等 26

地すべり防止施設
（単位：事業主体数）

砂
防

砂防設備（砂防堰
堤・床固工等）
（単位：事業主体数）

H30
※集計年度

（平成30年度は、81事業
主体において修繕を実施）

（平成30年度は、56事業
主体において修繕を実施）

（平成30年度は、47事業主
体において修繕を実施）

対象：－※1

完了：－※1

対象：－※1

完了：－※1

集計の
初年度

堤防・護岸・
胸壁等（単位：
施設延長数）海

岸※

2
水門及び樋門・
陸閘・排水機場
（単位：施設数）

H26
（平成30年度は、10㎞

において修繕を実施）

（平成30年度は、17施設
において修繕を実施）

対象：－※1

完了：－※1

対象：－※1

完了：－※1

下
水
道

管路施設※3

（単位：施設延長数）

H27

対象：1,330Km

完了：1,010Km 76%

0% 50% 100%

対象：440Km

完了：330Km 75%

0% 50% 100%

都道府県・政令市

市区町村

対象：0

完了：－

対象：0

完了：－

処理施設
（単位：施設数）

ポンプ施設
（単位：施設数）

〔修繕対象数に占める修繕完了数〕

急傾斜地崩壊防止
施設（単位：事業主体数）

対象：－※1

完了：－※1

H29



集計の
初年度

修繕完了 修繕未了

〔修繕対象数に占める修繕完了数〕

（８）[2]修繕の実施③

■修繕の進捗状況（平成31年3月末時点）

空港土木施設（滑走
路、誘導路、エプロン）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

空
港

対象：17

完了：17 100%

0% 50% 100%

対象：8

完了：8 100%

0% 50% 100%

対象：1

完了：1 100%

0% 50% 100%

国

都道府県・政令市

市区町村

対象：4

完了：2
50%

0% 50% 100%

対象：0

完了：－

空港土木施設
（幹線排水、共同溝、
地下道、橋梁、護岸）
（単位：空港（空港及び共用空港）数）

空港機能施設
（航空旅客の取扱施設）
単位：空港（空港及び共用空港）数）

対象：4

完了：4 100%

0% 50% 100%

会社管理空港

33%

0% 50% 100%

対象：3

完了：1

27

国

都道府県・政令市

港
湾※

4

〔修繕対象数に占める修繕完了数〕
集計の
初年度

H26

対象：314

完了：60※5

廃棄物埋立護岸
（単位：施設数）

対象：0

完了：－

対象：113

完了：26※5
23%

0% 50% 100%

その他（水域施設、
荷さばき施設、旅客
乗降用固定施設、
保管施設、船舶役
務用施設、海浜、緑
地、広場、移動式旅
客乗降用
施設）（単位：施設数）

対象：10

完了：2※5 20%

0% 50% 100%

19%

0% 50% 100%

対象：0

完了：－

対象：13

完了：10※5
77%

0% 50% 100%

国

都道府県・政令市

市区町村

国

都道府県・政令市

市町村

対象：0

完了：－
公社等

対象：15

完了：14※5 93%

0% 50% 100%

公社等

H29

H30
※集計年度



集計の
初年度

修繕完了 修繕未了

〔修繕対象数に占める修繕完了数〕

※6 遊具を設置している都市公園及びカントリーパークが対象
※7 長寿命化庁舎（築後30年以上経過した合同庁舎のうち、長寿命化を図るべき施設）165施設のうち、「外壁が著しく

劣化」している施設

※8 修繕対象施設は各省庁が設定し、必要に応じて修繕等を実施しているため

（８）[2]修繕の実施④

■修繕の進捗状況（平成31年3月末時点）

航
路
標
識

航路標識（灯台、灯
標、立標、浮標、無
線方位信号所等）（
単位：施設数）

H25
対象：1,334

完了：212 16%

0% 50% 100%

公
園※

6

H30
※集計年度

対象：8,471

完了：4,169 49%

0% 50% 100%

対象：26,939

完了：9,761 36%

0% 50% 100%

都市公園（カントリ
ーパーク含む）
（単位：公園数）

対象：14

完了：14 100%

0% 50% 100%

国

都道府県・政令市

市区町村

住
宅

公営住宅
（単位：事業主体数）

対象：0

完了：－

H30
※集計年度

官
庁
施
設

庁舎等
（単位：施設数）

H28

対象：7※7

完了：5
71%

0% 50% 100%

ＵＲ賃貸住宅
（単位：棟数）

対象：4,083

完了：4,083 100%

0% 50% 100%

国

UR

〔修繕対象数に占める修繕完了数〕
集計の
初年度

国

宿舎
（単位：施設数）

対象：－※8

完了：－

国

28

自
動
車
道

H30
※集計年度

鉄
道

橋
（単位：施設数）

対象：0

完了：－

トンネル
（単位：施設数）

鉄道（線路（橋梁、
トンネル等構造物）
単位：事業者数）

対象：46

完了：12

軌道（線路建造物）
（単位：事業者数）

対象：2

完了：0

索道（単位：事業者数） 対象：474

完了：474
100%

0% 50% 100%

H30
※集計年度 0%

0% 50% 100%

対象：0

完了：－

民間企業

民間企業

民間企業

26%

0% 50% 100%

大型の構造物
（門型標識等）
（単位：事業者数）

対象：0

完了：－



（８）[3]個別施設計画の策定①
■個別施設計画の策定状況（平成31年3月末時点）

分野 対象施設

個別施設計画策定状況

①総数
②計画策定
対象施設数

③計画策定
完了施設数

④策定対象割合
(②／①)

⑤計画策定率
（③／②）

道路

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） （国） 10 10 10 100% 100%

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） （都道府県・政令市等） 97 97 86 100% 89%

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） （市区町村） 1,714 1,714 1,379 100% 80%

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） （高速道路会社） 6 6 6 100% 100%

トンネル（単位：団体数） （国） 10 10 10 100% 100%

トンネル（単位：団体数） （都道府県・政令市等） 90 90 83 100% 92%

トンネル（単位：団体数） （市区町村） 604 604 275 100% 46%

トンネル（単位：団体数） （高速道路会社） 6 6 6 100% 100%

大型の構造物（単位：団体数） （国） 10 10 10 100% 100%

大型の構造物（単位：団体数） 都道府県・政令市等） 92 92 85 100% 92%

大型の構造物（単位：団体数） （市区町村） 641 641 367 100% 57%

大型の構造物（単位：団体数） （高速道路会社） 6 6 6 100% 100%

河川・ダム

主要な河川構造物（単位：施設数） （国） 10,651 3,432 3,432 32% 100%

主要な河川構造物（単位：施設数） （都道府県・政令市） 34,083 12,066 10,730 35% 89%

ダム（単位：施設数） （国） 100 100 100 100% 100%

ダム（単位：施設数） （都道府県） 435 435 415 100% 95%

ダム（単位：施設数） （水資源機構） 23 23 23 100% 100%

29



（８）[3]個別施設計画の策定②
■個別施設計画の策定状況（平成31年3月末時点）

分野 対象施設

個別施設計画策定状況

①総数
②計画策定
対象施設数

③計画策定
完了施設数

④策定対象割合
(②／①)

⑤計画策定率
（③／②）

砂防

砂防設備（砂防堰堤・床固工等）（単位：事業主体数） （国）

地すべり防止施設（単位：事業主体数） （国）

急傾斜地崩壊防止施設（単位：事業主体数） （国）

43 43 43 100% 100%

砂防設備（砂防堰堤・床固工等）（単位：事業主体数） （都道府県）

地すべり防止施設（単位：事業主体数） （都道府県）

急傾斜地崩壊防止施設（単位：事業主体数） （都道府県）

47 47 47 100% 100%

海岸※1 堤防・護岸・胸壁等（単位：地区海岸数） （都道府県・市町村） 5,440 4,784 3,806 88% 80%

下水道※2
管路施設、処理施設、ポンプ施設（単位：事業者数） （都道府県・政令市） 63 63 63 100% 100%

管路施設、処理施設、ポンプ施設（単位：事業者数） （市区町村） 1,408 1,408 1,408 100% 100%

港湾※3 

係留施設（単位：施設数） （国） 1,723 1,690 1,681 98% 99%
係留施設（単位：施設数） （都道府県・政令市） 10,393 10,340 10,089 99% 98%
係留施設（単位：施設数） （市区町村） 1,884 1,853 1,686 98% 91%
係留施設（単位：施設数） （公社等） 57 53 48 93% 91%
外郭施設（単位：施設数） （国） 1,325 1,271 1,259 96% 99%
外郭施設（単位：施設数） （都道府県・政令市） 14,500 14,319 10,608 99% 74%
外郭施設（単位：施設数） （市区町村） 3,789 3,643 1,901 96% 52%
外郭施設（単位：施設数） （公社等） 8 8 7 100% 88%
臨港交通施設（単位：施設数） （国） 328 306 302 93% 99%
臨港交通施設（単位：施設数） （都道府県・政令市） 8,085 7,955 6,422 98% 81%
臨港交通施設（単位：施設数） （市区町村） 1,151 1,126 724 98% 64%
臨港交通施設（単位：施設数） （公社等） 2 2 2 100% 100%
廃棄物埋立護岸（単位：施設数） （国） 0 0 0 - -
廃棄物埋立護岸（単位：施設数） （都道府県・政令市） 185 181 86 98% 48%
廃棄物埋立護岸（単位：施設数） （市区町村） 12 8 7 67% 88%
廃棄物埋立護岸（単位：施設数） （公社等） 0 0 0 - -

※１ 国土交通省所管海岸のみ対象（一部事務組合、港務局を含む）
※2 下水道は、下水道法（H27.5改正）に基づく事業計画を個別施設計画としている
※3 一部事務組合、港務局を含む
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（８）[3]個別施設計画の策定③
■個別施設計画の策定状況（平成31年3月末時点）

分野 対象施設

個別施設計画策定状況

①総数
②計画策定
対象施設数

③計画策定
完了施設数

④策定対象割合
(②／①)

⑤計画策定率
（③／②）

港湾※3 

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施
設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数） （国）

1,291 878 820 68% 93%

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施
設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数） （都道府県・政令市）

13,909 6,993 2,972 50% 42%

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施
設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数） （市区町村）

2,030 1,124 207 55% 18%

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施
設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数） （公社等）

295 103 95 35% 92%

空港

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （国） 27 27 27 100% 100%

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （都道府県・政令市） 72 72 72 100% 100%

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （市区町村） 6 6 6 100% 100%

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （会社管理空港） 4 4 4 100% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸等）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） （国） 27 23 23 85% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸等）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） （都道府県・政令市） 72 51 51 71% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸等）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） （市区町村） 6 2 2 33% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸等）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） （会社管理空港） 4 4 4 100% 100%

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （国） － － － － －

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （都道府県・政令市） 19 19 4 100% 21%

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （市区町村） － － － － －

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （会社管理空港） 72 72 51 100% 70%

※3 一部事務組合、港務局を含む
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分野 対象施設

個別施設計画策定状況

①総数
②計画策定
対象施設数

③計画策定
完了施設数

④策定対象割合
(②／①)

⑤計画策定率
（③／②）

鉄道
鉄道（線路（橋梁、トンネル等構造物））（単位：事業者数）（民間企業） 184 184 184 100% 100%

軌道（線路建造物）（単位：事業者数）（民間企業） 33 33 33 100% 100%

自動車道

橋（単位：施設数） （民間企業） 67 67 51 100% 76%

橋（単位：施設数） （地方道路公社） 25 25 15 100% 60%

トンネル（単位：施設数） （民間企業） 7 7 7 100% 100%

トンネル（単位：施設数） （地方道路公社） 1 1 1 100% 100%

大型の構造物（門型標識等）（単位：施設数） （民間企業） 13 13 7 100% 54%

大型の構造物（門型標識等）（単位：施設数） （地方道路公社） 10 10 9 100% 90%

航路標識 航路標識（灯台、灯標、立標、浮標、無線方位信号所等）（単位：施設数） （国） 5,176 5,176 5,176 100% 100%

公園
都市公園（国営公園）（単位：公園数） （国） 17 17 17 100% 100%

都市公園（単位：地方公共団体数） （都道府県・政令市・市区町村） 712 712 672 100% 94%

住宅

公営住宅（単位：事業主体数） （都道府県・政令市） 67 67 67 100% 100%

公営住宅（単位：事業主体数） （市区町村） 1,624 1,624 1,453 100% 89%

UR賃貸住宅所 （単位：棟数） （ＵＲ） 15,351 15,351 15,351 100% 100%

公社賃貸住宅 (単位：事業主体数) (地方住宅供給公社)※4 11 11 11 100% 100%

官庁施設
庁舎等（単位：施設数） （国） 7,852 5,701※5 5,579 73% 98%

宿舎（単位：施設数） （国） 3,919 3,414※5 3,263 87% 96%

（８）[3]個別施設計画の策定④

※４ 管理戸数1,000戸以上
※5 各省庁の行動計画において個別施設計画の策定対象としている施設数

■個別施設計画の策定状況（平成31年3月末時点）
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（８）[4]維持管理・更新等に係るコストの算定①
■維持管理・更新等に係るコストの算定状況（平成31年3月末時点）

分野 対象施設

維持管理・更新等に係るコスト算定状況

①総数
②コスト算定

対象数
③計画策定
完了施設数

④コスト算定対
象割合(②／①)

⑤コスト算定率
（③／②）

道路※1

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） （国） － － － － －

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） （都道府県・政令市等） － － － － －

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） （市区町村） － － － － －

橋梁（橋長2m以上）（単位：団体数） （高速道路会社） － － － － －

トンネル（単位：団体数） （国） － － － － －

トンネル（単位：団体数） （都道府県・政令市等） － － － － －

トンネル（単位：団体数） （市区町村） － － － － －

トンネル（単位：団体数） （高速道路会社） － － － － －

大型の構造物（単位：団体数） （国） － － － － －

大型の構造物（単位：団体数） 都道府県・政令市等） － － － － －

大型の構造物（単位：団体数） （市区町村） － － － － －

大型の構造物（単位：団体数） （高速道路会社） － － － － －

河川・ダム※1

主要な河川構造物（単位：施設数） （国） － － － － －

主要な河川構造物（単位：施設数） （都道府県・政令市） － － － － －

ダム（単位：施設数） （国） － － － － －

ダム（単位：施設数） （都道府県） － － － － －

ダム（単位：施設数） （水資源機構） － － － － －
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（８）[4]維持管理・更新等に係るコストの算定②
■維持管理・更新等に係るコストの算定状況（平成31年3月末時点）

分野 対象施設

維持管理・更新等に係るコスト算定状況

①総数
②コスト算定

対象数
③コスト算定

完了数
④コスト算定対
象割合(②／①)

⑤コスト算定率
（③／②）

砂防

砂防設備（砂防堰堤・床固工等）（単位：事業主体数） （国）

地すべり防止施設（単位：事業主体数） （国）

急傾斜地崩壊防止施設（単位：事業主体数） （国）

43 43 43 100% 100%

砂防設備（砂防堰堤・床固工等）（単位：事業主体数） （都道府県）

地すべり防止施設（単位：事業主体数） （都道府県）

急傾斜地崩壊防止施設（単位：事業主体数） （都道府県）

47 47 47 100% 100%

海岸※2 堤防・護岸・胸壁等（単位：地区海岸数） （都道府県・市町村） 5,440 4,784 3,604 88% 75%

下水道
管路施設、処理施設、ポンプ施設（単位：事業者数） （都道府県・政令市） 63 63 63 100% 100% 

管路施設、処理施設、ポンプ施設（単位：事業者数） （市区町村） 1,408 1,408 1,408 100% 100%

港湾※3 

係留施設（単位：施設数） （国） 1,723 1690 870 98% 51%
係留施設（単位：施設数） （都道府県・政令市） 10,393 10,340 6,640 99% 64%
係留施設（単位：施設数） （市区町村） 1,884 1,853 480 98% 26%
係留施設（単位：施設数） （公社等） 57 53 46 93% 87%
外郭施設（単位：施設数） （国） 1,325 1,271 380 96% 30%
外郭施設（単位：施設数） （都道府県・政令市） 14,500 14,319 5,788 99% 40%
外郭施設（単位：施設数） （市区町村） 3,789 3,643 602 96% 17%
外郭施設（単位：施設数） （公社等） 8 8 3 100% 38%
臨港交通施設（単位：施設数） （国） 328 306 64 93% 21%
臨港交通施設（単位：施設数） （都道府県・政令市） 8,085 7,955 3,086 98% 39%
臨港交通施設（単位：施設数） （市区町村） 1,151 1,126 289 98% 26%
臨港交通施設（単位：施設数） （公社等） 2 2 1 100% 50%
廃棄物埋立護岸（単位：施設数） （国） 0 0 0 - -
廃棄物埋立護岸（単位：施設数） （都道府県・政令市） 185 181 38 98% 21%
廃棄物埋立護岸（単位：施設数） （市区町村） 12 8 2 67% 25%
廃棄物埋立護岸（単位：施設数） （公社等） 0 0 0 - -

※1 維持管理・更新等に係るコストの算定について、集計作業を行っているところであり、とりまとめ次第、公表予定
※2 国土交通省所管海岸のみ対象（一部事務組合、港務局を含む）
※3 一部事務組合、港務局を含む
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（８）[4]維持管理・更新等に係るコストの算定③
■維持管理・更新等に係るコストの算定状況（平成31年3月末時点）

分野 対象施設

維持管理・更新等に係る算定状況

①総数
②コスト算定

対象数
③コスト算定

完了数
④コスト算定対
象割合(②／①)

⑤コスト算定率
（③／②）

港湾※3 

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施
設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数） （国）

1,291 878 255 68% 29%

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施
設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数） （都道府県・政令市）

13,909 6,993 1,006 50% 14%

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施
設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数） （市区町村）

2,030 1,124 109 55% 10%

その他（水域施設、荷さばき施設、旅客乗降用固定施設、保管施設、船舶役務用施
設、海浜、緑地、広場、移動式旅客乗降用施設）（単位：施設数） （公社等）

295 103 89 35% 86%

空港

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （国） 27 27 27 100% 100%

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （都道府県・政令市） 72 72 72 100% 100%

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （市区町村） 6 6 6 100% 100%

空港土木施設（滑走路、誘導路、エプロン）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （会社管理空港） 4 4 4 100% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸等）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） （国） 27 23 23 85% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸等）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） （都道府県・政令市） 72 51 51 71% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸等）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） （市区町村） 6 2 2 33% 100%

空港土木施設（幹線排水、共同溝、地下道、橋梁、護岸等）
（単位：空港（空港及び共用空港）数） （会社管理空港） 4 4 4 100% 100%

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （国）※4 － － － － －

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （都道府県・政令市）※4 19 19 － 100% －

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （市区町村）※4 － － － － －

空港機能施設（航空旅客の取扱施設）（単位：空港（空港及び共用空港）数） （会社管理空港）※4 72 72 － 100% －

※3 一部事務組合、港務局を含む
※4 当該施設のほとんどが民営施設であり、把握が困難であるため
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分野 対象施設

維持管理・更新等に係るコスト算定状況

①総数
②コスト算定

対象数
③コスト算定

完了数
④コスト算定対
象割合(②／①)

⑤コスト算定率
（③／②）

鉄道
鉄道（線路（橋梁、トンネル等構造物））（単位：事業者数）（民間企業） 184 184 184 100% 100%

軌道（線路建造物）（単位：事業者数）（民間企業） 33 33 33 100% 100%

自動車道

橋（単位：施設数） （民間企業） 67 67 51 100% 76%

橋（単位：施設数） （地方道路公社） 25 25 15 100% 60%

トンネル（単位：施設数） （民間企業） 7 7 7 100% 100%

トンネル（単位：施設数） （地方道路公社） 1 1 1 100% 100%

大型の構造物（門型標識等）（単位：施設数） （民間企業） 13 13 7 100% 54%

大型の構造物（門型標識等）（単位：施設数） （地方道路公社） 10 10 9 100% 90%

航路標識 航路標識（灯台、灯標、立標、浮標、無線方位信号所等）（単位：施設数） （国） 5,176 5,176 5,176 100% 100%

公園
都市公園（国営公園）（単位：公園数） （国） 17 17 17 100% 100%

都市公園（単位：地方公共団体数） （都道府県・政令市・市区町村） 712 712 672 100% 94%

住宅

公営住宅（単位：事業主体数） （都道府県・政令市） 67 67 67 100% 100%

公営住宅（単位：事業主体数） （市区町村） 1,624 1,624 1,453 100% 89%

UR賃貸住宅所 （単位：棟数） （ＵＲ） 15,351 15,351 15,351 100% 100%

公社賃貸住宅 (単位：事業主体数) (地方住宅供給公社) 11 11 11 100% 100%

官庁施設
庁舎等（単位：施設数） （国） 7,852 5,701 5,579 73% 98%

宿舎（単位：施設数） （国） 3,919 3,414 3,263 87% 96%

（８）[4]維持管理・更新等に係るコストの算定④

■維持管理・更新等に係るコストの算定状況（平成31年3月末時点）
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2．地方公共団体への支援等
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道路における維持管理の研修の様子 河川における維持管理の研修の様子

港湾における維持管理の研修の様子

人材育成の推進

〇 確実な維持管理が行えるよう、従来の取組みに加え、実務的な点検の適切な実施・評価に資する研修体制
を充実・強化

〇 技術者不足が指摘されている地方公共団体等への技術的支援の一環として、平成２６年度より研修への地
方公共団体等職員の参加を呼びかけ、参加者が増加している傾向にある。

ダムにおける維持管理の研修の様子
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メンテナンス体制の強化①

○厳しい財政状況や、人口減少、少子高齢化が進展する将来を見据え、維持管理・更新等を着実
に推進するために必要となる人材・体制を継続的に確保。

民間資格の登録制度を活用

○入札・契約時に登録資格保有
者を評価

発注者による資格の活用・技術力・技術者確保のため、点検・診断等に必要と
なる知識・技術を登録要件として明確化し、登録要件
等に適合すると確認された既存の民間資格を登録し、
発注業務において、登録した民間資格を活用するこ
とで、点検・診断等業務の質を確保

包括的民間委託の活用

・スケールメリットや民間企業の技術・ノ
ウハウを活かして、効率的な維持管理
を図るため、複数の分野や施設の維持
管理業務を包括的に民間に委託する
手法について、地方公共団体と協力し
て具体的な検討を実施

【包括的民間委託を導入している地方公共団体】

青森県、福島県、東京都府中市、
新潟県三条市、石川県かほく市

維持管理における
包括委託の実施を
目指す市町村等に
おいて具体的に検討
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維持管理分野（点検・診断等）
登録資格数 計209資格
（H26年度：50資格、
H27年度：49資格、
H28年度：37資格、
H29年度：36資格、
H30年度:37資格）



体系的な技術的アドバイスの仕組みの構築
・関係機関の連携による検討体制を整え、課題の状況を継続的に把握・共有し、効果的な老朽化対策の推進を図ることを目的に、
道路、港湾、空港、河川の各分野でメンテナンス会議を設置・開催

国や都道府県等による技術的支援

40

メンテナンス体制の強化②

【体制】地方整備局（直轄事務所）／地方公共団体（都道府県、市町村）／高速道路会社（NEXCO ・首都高速・阪神高速・
本四高速・指定都市高速等）／道路公社

【役割】 １．維持管理等に関する情報共有／２．点検、修繕等の状況把握及び対策の推進／３．点検業務の発注支援（地
域一括発注等）／４．技術的な相談対応

道路メンテナンス会議

（平成30年3月16日 広島県道路メンテナンス会議）

【体制】地方整備局港湾空港部等／地方公共団体等（都道府県、市町村、港管理組合、国際港湾株式会社等）／国土
技術政策総合研究所、港湾空港技術研究所、海洋・港湾構造物維持管理士会

【役割】１．維持管理状況の把握／２．維持管理体制の確保に向けた検討／３．港湾施設等の維持管理に関する情報
共有／４．効果的な老朽化対策の推進／５．技術的な相談対応

港湾等メンテナンス会議

（令和元年5月27日 中国地方整備局港湾等メンテナンス会議）

【体制】地方航空局／特定地方管理空港管理者／地方管理空港管理者／会社管理空港管理者

【役割】１．空港施設の維持管理技術等の技術支援・情報共有 ／ ２．空港維持管理・更新計画に基づく管理・更新状況

の確認 ／ ３．維持管理に係る技術的な相談対応

空港施設等メンテナンスブロック会議

（平成30年10月11~12日 佐賀県にて）

※平成２７年９月に本省航空局で設置済
※平成２８年からは全地方航空局で設置済

※平成26年７月に全都道府県で設置済

※平成27年4月に全地方整備局港湾空港部等で設置済

【体制】本省／地方整備局／地方公共団体（都道府県、政令指定都市）

【役割】１．維持管理に関する情報共有／２．点検、修繕等の状況把握／３．維持管理に係る技術的な相談等

河川維持管理会議

（令和元年8月19日 全国河川維持管理会議）

※ 平成23年に全ブロックで会議を設置済
平成30年3月からは全国会議を設置済



国や都道府県等による技術的支援
点検・診断、補修・修繕に関する技術的支援

直轄診断
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地方公共団体への支援策の一つとして、緊急かつ高度な技術力を要する橋梁等に対する「直轄診断※1」を平成２６年度
から実施し、各道路管理者からの要請を踏まえ、平成２７年度より修繕代行事業や大規模修繕・更新補助事業を実施。
平成２９年度から大規模修繕・更新補助制度に集約化・撤去※2を対象として拡充。

※1 地方公共団体の技術力等に鑑みて支援が必要なものに限り、国が地方整備局、 国土技術政策総合研究所、国立研究開発法人土木研究所の職
員で構成する 「道路メンテナンス技術集団」を派遣し、技術的な助言を行うもの。

※2 撤去については、集約化に伴って実施する他の構造物の撤去に限る

（支援策のイメージ）
《 直轄診断 》

【首長への診断結果報告】

大渡ダム大橋
〈平成27年1月13日）

四国地方整備局から仁淀
川町長へ診断結果を報告

※三島大橋

平成27年1月15日
三島町長へ報告

※大前橋

平成27年1月14日
嬬恋村長へ報告

■ 直轄診断の流れ

各
道
路
管
理
者
が
点
検
実
施

直
轄
診
断
要
請

(

各
道
路
管
理
者→

 

国
土
交
通
省)

実
施
箇
所
の
選
定

《 措置 》

直轄診断の結果等を踏
まえ、各道路管理者が
措置方針を決定

〇三島大橋（三島町）
〇大渡ダム大橋

（仁淀川町）

〇大前橋（嬬恋村）

⇒修繕代行事業

⇒大規模修繕・
更新補助事業

いずれもH27年度
事業着手



○長寿命化計画の策定を防災・安全交付金による老朽化対策の支援要件とし、地方公共団体による計画的・効
率的な老朽化対策を支援。

地方公共団体等への支援 ～財政的支援（防災・安全交付金）～

令和元年度予算額 1兆 406億円
令和２年度概算要求額 1兆2,611億円＜インフラ長寿命化計画を踏まえた対策（イメージ）＞
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対策後

◆下水道施設の老朽化対策

更生工法
による対策

◆河川管理施設等の老朽化対策河川管理施設の老朽化対策

下水道施設の老朽化対策

公営住宅等の老朽化対策

港湾施設の老朽化対策

◆港湾施設の老朽化対策

桟橋下面
の補修

道路施設の老朽化対策

海岸保全施設の老朽化対策

◆道路施設の老朽化対策

トンネルの修繕

橋梁の修繕定期点検

橋梁の撤去

◆海岸保全施設の老朽化対策

テレビカメラによる管路の点検・調査

空洞化調査

水門ゲート
の更新

ポンプ
の補修

胸壁
の補修

コンクリート劣化・鉄筋露出

砂防施設の老朽化対策

※令和元年度予算額は、臨時・特別の措置（2,767億
円）を含まない。
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【イメージ図】

Ａ市 Ｂ町 Ｃ村

都道府県等による受託

国・県にてニーズを取りまとめ

・市町村のニーズを踏まえ、
地域単位での点検業務の一括発注等の実施

【手続きの流れ】

・国、都道府県にて市町村の意向調査を実施し、
点検数量をとりまとめた上で、点検業者へ発注

市
町
村
意
向
調
査

①

意
向
と
り
ま
と
め

②

受
委
託
方
法
説
明

③
点
検
数
量
と
り
ま
と
め

④

委
託
契
約
締
結

⑤

点
検
業
者
へ
発
注

⑥

点
検
実
施

⑦

３～５ヶ月

（
１
ヶ
月
）

（
１
ヶ
月
）

（１
ヶ
月
）

（
１
ヶ
月
）

（
１
ヶ
月
）

市町村の人不足・技術力不足を補うために、市町村が実施する点検・診断の発注事務を都道府県等が受委託
することで、地域一括発注を実施

平成26年度は26都道県（116市町村）、平成27年度は41都道府県（453市町村）、平成28年度は38道府県（605
市町村）、平成29年度は29道府県(403市町村)、平成30年度は36道府県(436市町村)で実施。

※群馬県、奈良県、和歌山県、宮崎県では、平成２５年度より地域一括発注を実施

地域一括発注の取組（道路事業）



会員（ ）の規模も拡大し、活動が本格化

・我が国企業の海外展開支援

・海外での競争力のある産業の育成

インフラメンテナンス国民会議及びインフラメンテナンス大賞

ベストプラクティスの全国展開「インフラメンテナンス大賞」

革新的技術の開発と実装の加速 民間企業のノウハウ活用

産学官民の技術や知恵を総動員するプラットフォームである「インフラメンテナンス国民会議」の取組を推進

第
２
回
イ
ン
フ
ラ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
大
賞

国
土
交
通
大
臣
賞

メンテナンス産業

多様な産業分野
ICT、ベンチャー、保険、素材、ロボット 等

建設関連産業
ゼネコン、地元メンテナンス業 等

解決策
の提案

課題の
共有

施設管理者
国、都道府県、市町村

連携

取組の活性化

新技術実装
の後押し

民間企業の
ﾉｳﾊｳ活用

・現場試行の本格化

技術連携
の後押し

・自治体の議論の活性化

⇒ 新たな取組を進める自治体・民間企業の課題解決等を支援

自治体同士で民間の新技術等導入時の自治体内
部の課題、解決策を共有し、同一の課題を持つ
自治体グループによる解決に向けた取組を推進

199者 (2016.11) ⇒ 1,783者 (2019.8)

海外市場の拡大新たな
市場展開

点検・診断の
ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｲｸﾙ
一貫ｼｽﾃﾑを試行

下水圧送管路
の効率的な調
査手法を試行

■新技術導入研究・意見交換会（品川区）

（セミナー、ピッチイベント等) （フォーラム等)

メンテナンス実施現場における工夫部門 メンテナンスを支える活動部門 技術開発部門

県有施設の保有総量縮小・効率的
利用・長寿命化の推進～次世代へ
の価値ある施設の継承のために～

(青森県)

みんなで守ろう。「橋のセ
ルフメンテナンスふくしま
モデル」の構築と実践

(日本大学

大学院)

営業車に搭載可能な軌道
検測装置の開発と実用化 (公共財団法人

鉄道総合技術研究所)

全国に先駆けて県有施設の効果的・効率
的な維持管理や長寿命化等の取組を進め、
全庁的な公共施設等のマネジメントを組織
的かつ継続的に実施。

地域の橋を住民でも日常点検可能な
チェックシートを作成し、住民だけで
なく高校生の課外活動やインハウスエ
ンジニアの巡回点検にも活用。点検結
果を電子地図上にまとめ地域の橋の清
掃活動等の予防保全活動を実施。

本装置を営業車に搭載し軌道検測の
頻度を高めることで従来よりも軌道
変位の時間的な変化を詳細に把握し
て、起動状態の診断、将来予測の各
精度を高め、保守の効率化を実現。

高校生による
橋梁の日常点検

効率的利用等の一例
庁舎の減築・耐震化

営業車の下部に
検測装置を設置

第２回表彰式（H30.8.9）

第2回大賞を実施し、205件の応募の中から全32件を表彰 ⇒ 全国に展開するとともに第３回の表彰を秋に実施予定

○ 我が国のインフラは急速に老朽化が進み、維持管理・更新費用が増大し、将来的な担い手不足が懸念されており、
予防保全等の計画的なメンテナンスによる費用の平準化・縮減や作業の省人化、効率化を図っていくことが必要

○ インフラメンテナンスサイクルのあらゆる段階において、多様な産業の技術や民間のノウハウを活用し、メンテナンス
産業の生産性を向上させ、メンテナンス産業を育成・拡大することで、持続的･効率的なインフラメンテナンスを実現

第1回大賞を実施し、248件の応募の中から全28件を表彰
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施設管理者のﾆｰｽﾞに併せた現場試行を展開し、技術開発にもﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ



出典：神戸市ＨＰ

ＰＰＰ／ＰＦＩの取組について

地方ブロック単位で産官学金（※金＝金融）から構成されるPPP/PFIに関する情報・ノウハ
ウの共有・習得、関係者間の官民対話を通じた案件形成等を図るためのプラットフォームに
おいて、優良事例を横展開する取組などを推進。
地方公共団体が先導的な官民連携事業の導入検討を行う際に必要となる調査委託費を国が

助成することにより、官民連携事業の案件形成を促進。

民間事業者産

地方銀行 等金

大学 等学

○ 地方ブロック単位（全国９ブロック）でPPP/PFI

に関する情報・ノウハウの共有・習得、個別案件
の官民対話等を促進する場として国が設置。

都道府県、
市町村 等

官

ブロックプラットフォーム

令和元年8月2日
官民対話促進会議（三田共用会議所）

けやき並木通り
包括管理事業（試行）

道路等包括管理事業
（北西地区）

将来包括管理事業
（本運用）【予定】

事業期間 平成26年度～28年度
（3年間）

平成30年度～32年度
（3年間）

平成33年度～37年度
（5年間）

事業区域 けやき並木通り周辺地区
（18.8ha、約0.64%）
対象路線：19路線

北西地区
（755ha、約25.6%）
対象路線：700路線

市全域
（2,949ha、100%）
対象路線：2,385路線

発注業務 巡回業務
維持業務
補修・修繕業務
事故対応業務
災害対応業務
苦情・要望対応業務
占用物件管理業務
法定外公共物管理業務

巡回業務
維持業務
補修・修繕業務
事故対応業務
災害対応業務
苦情・要望対応業務
占用物件管理業務
法定外公共物管理業務
補修・更新

巡回業務
維持業務
補修・修繕業務
事故対応業務
災害対応業務
苦情・要望対応業務
占用物件管理業務
法定外公共物管理業務
補修・更新

得られた効果 コスト削減：約7.4%

苦情要望件数：
H25：87件⇒H28：40件

－ ―

受注者
（※緑字は地元企業）

前田道路・ケイミックス・第一造園共
同企業体

岩井・府中植木・日東建設共同
企業体

―

■事業概要
‣業務内容 ： 道路の維持管理に係る各種業務
‣事業期間 ： 平成30年度～平成32年度
‣事業者 ： 岩井建設工業・府中植木・日東建設共同企業体
（岩井建設工業及び府中植木は府中市の企業）

‣契約金額 ： 137百万円

先導的官民連携支援事業

45

道路施設等包括管理検討調査 【東京都 府中市】

平成27年度採択事業

参考：「府中市道路等包括管理事業推進方針」（平成29年4月府中市）

■試行期間中における効果
‣コスト削減 ： 約7.4%
‣苦情要望件数：H25：87件

⇒H28：40件


